
秩父広域市町村圏組合指定ごみ袋取扱店の指定等に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、秩父広域市町村圏組合廃棄物の処理等に関する条例施行規則（平成８

年秩父広域市町村圏組合規則第２号）第１１条及び第１２条の規定に基づく指定ごみ袋取

扱所（以下「取扱店」という。）に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（取扱店の基準） 

第２条 取扱店の基準を、次のように定める。 

⑴ 秩父広域市町村圏組合圏内に店舗を有し、日常生活用品の販売を業としていること。 

⑵ 営業に関し法規に違背した行為がないこと。 

⑶ 取扱店に係る各種税金が完納されていること。 

（公募） 

第３条 取扱店は公募とし、随時受付することができる。 

（指定期間） 

第４条 取扱店の指定期間は、５年間を限度として管理者が定めた期間とする。ただし、指

定期間はこれを更新することができる。 

（申請及び指定） 

第５条 取扱店の指定及び更新を受けようとする者は、取扱いを希望する店舗ごとに、管理

者に指定ごみ袋取扱店指定申請書（様式第１号のア）、指定ごみ袋取扱店更新申請書（様式

第１号のイ）を提出しなければならない。 

２ 管理者は、申請者が第２条の要件を満たし、取扱店として適当と認めるときは、指定ご

み袋取扱店指定書（様式第２号）を交付する。 

３ 前項により、交付を受けた取扱店の申請者は、速やかに販売取扱委託契約を締結し、受

託業務を行うものとする。 

（取扱品目） 

第６条 取扱店は、次の種類の指定ごみ袋を販売するものとする。ただし、事業用袋（可燃

及び不燃）は取り扱わないことができる。 

可燃ごみ専用小型袋    １０枚入りパック 

可燃ごみ専用中型袋    １０枚入りパック 

可燃ごみ専用大型袋    １０枚入りパック 

不燃ごみ専用小型袋    １０枚入りパック 

不燃ごみ専用中型袋    １０枚入りパック 

不燃ごみ専用大型袋    １０枚入りパック 

事業用袋（可燃ごみ専用） １０枚入りパック 

事業用袋（不燃ごみ専用） １０枚入りパック 

 （指示等） 

第６条の２ 管理者は、必要があると認めたときは、取扱店に対し、指定ごみ袋の取扱方法

等について指示し、又は報告を求めることができる。 
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（受注の停止） 

第７条 管理者は、取扱店が次の各号のいずれかに該当したときは、取扱店からの指定ごみ

袋の発注を拒否することができる。 

⑴ 指定ごみ袋代金の納入期限を２ヶ月以上経過しても、代金の完納がないとき又は納入

の見込みがないとき。 

⑵ 前条の規定により求められた報告がされなかったとき。 

２ 前項により取扱店の受注の停止をした場合、管理者は該当する取扱店に対し、書面によ

り通知しなければならない。 

（指定の取消し） 

第８条 管理者は、取扱店が次の各号のいずれかに該当したときは、取扱店の指定を取り消

すことができる。 

⑴ 第２条の要件を欠いたとき又は取扱店から指定ごみ袋取扱店廃止届（様式第３号）（以

下「廃止届」という。）の提出があったとき。 

⑵ 指定ごみ袋代金の納入期限を４ヶ月以上経過しても、代金の完納がないとき又は納入

の見込みがないとき。 

⑶ 契約条項、関係法規又は第６条の２の指示に従わないとき及び第１４条の規定に違反

したとき。 

⑷ 前条の規定により受注の停止が通算３回に達したとき。 

２ 前項により取扱店の指定を取り消した場合、管理者は該当する取扱店に対し、書面によ

り通知しなければならない。 

（取扱店の廃止） 

第９条 取扱店は取扱店の指定期間中に第２条第１号の業を廃止したとき又は指定ごみ袋の

取扱いをやめたときは、管理者に速やかに廃止届を提出しなければならない。また、取扱

店が裁判所に対して破産申立等を行うことにより事業が閉鎖となった場合は、その旨を記

載した弁護士又は破産管財人からの通知をもって廃止届が提出されたものとみなす。 

（取扱いに係る精算） 

第１０条 第８条の規定により取扱店の指定を取り消した場合、取り消した日の属する年度

において精算を行うものとする。また、精算に係る消費税及び地方消費税率並びに第１２

条の販売委託料については、取り消した日を基準として算出するものとする。 

（指定ごみ袋代金の納入） 

第１１条 取扱店は、取扱店に納入された指定ごみ袋の代金を、納品された日の属する月の

翌々月２５日までに秩父広域市町村圏組合が指定する預金口座（以下「組合口座」という。）

に当該料金を振り込むものとする。ただし、３月納品分については、同年５月１５日を納

入期限とする。 

（販売取扱委託料） 

第１２条 管理者は、取扱店に対し、指定ごみ袋の代金が組合口座に納入された金額に応じ

て、販売取扱委託料を支払うものとする。 

２ 販売取扱委託料は、指定ごみ袋の代金として納入された金額の１３パーセントとする。 



３ 販売取扱委託料は、指定ごみ袋の代金が１５日までに納入された場合は、納入月の末日、

末日までに納入された場合は、翌月１５日に取扱店が指定した口座に振り込むものとする。

ただし、その日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日

（以下この項において「休日」という。）、日曜日及び土曜日にあたるときは、その前日に

おいてその日に最も近い休日、日曜日又は土曜日でない日に振り込むものとする。 

（販売代金の厳守） 

第１３条 取扱店は、指定ごみ袋の販売代金を、秩父広域市町村圏組合廃棄物の処理等に関

する条例（平成７年秩父広域市町村圏組合条例第８号）で定めた種類ごとの額を変更して

販売してはならない。また、指定ごみ袋を取扱店の景品、サービス品などとして無償提供

してはならない。 

（遵守事項） 

第１４条 取扱店は、この要綱及び関係法規に規定する事項のほか、次の事項を遵守しなけ

ればならない。 

⑴ 指定を受けた取扱店以外では販売できないこと。ただし、指定を受けた取扱店が、取

扱店直営の移動販売車（移動販売車のみは店舗として認めない。）を有している場合、管

理者の許可を得て、当該移動販売車においても販売できるものとする。 

⑵ 指定ごみ袋は常に良好な状態で保管し、紛失、き損の防止に努めること。 

⑶ 故意に指定ごみ袋の形状を変更し、又は所定外の事項を記入しないこと。 

⑷ 指定を権利と称し、第三者に委譲し、又は承継させないこと。 

⑸ 指定の期間内において、取扱店の商号（屋号）、代表者、所在地、業種（営業形態）等

指定の内容に変更があった場合は、直ちに管理者へ指定ごみ袋取扱店指定申請内容変更

届（様式第４号）を提出し、その指示を受けること。 

（委任） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、指定等に関し必要な事項は、管理者が定める。 

附 則 

この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１０年１２月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１２年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年２月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１７年７月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２３年１月１日から施行する。 



２ 改正後の第７条第１項第１号、第８条第１項第２号及び第１２条第２項の規定は、平

成２３年４月１日以降に取扱店における指定ごみ袋の販売から適用し、同日前の取扱店

における指定ごみ袋の販売については、なお従前の例による。 

   附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、令和５年１２月１５日から施行する。 
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